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四 半 期 報 告 書

１　本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示

用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付

して出力・印刷したものであります。

２　本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半

期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末

尾に綴じ込んでおります。
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回次
第53期

第２四半期累計期間
第54期

第２四半期累計期間
第53期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年９月30日

自　2021年４月１日
至　2021年９月30日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高 （千円） 3,771,329 4,086,178 7,861,969

経常利益 （千円） 488,797 565,364 957,225

四半期（当期）純利益 （千円） 350,626 400,264 675,231

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 495,875 495,875 495,875

発行済株式総数 （株） 31,840,000 31,840,000 31,840,000

純資産額 （千円） 6,116,225 6,266,527 6,182,275

総資産額 （千円） 10,677,333 10,796,771 10,752,921

１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） 12.20 13.93 23.50

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 9.00 9.00 20.00

自己資本比率 （％） 57.3 58.0 57.5

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 218,439 473,244 609,170

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △232,460 △73,648 △311,906

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △279,860 △202,024 △492,021

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 2,071,518 2,368,214 2,170,643

回次
第53期

第２四半期会計期間
第54期

第２四半期会計期間

会計期間
自　2020年７月１日
至　2020年９月30日

自　2021年７月１日
至　2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 7.45 7.80

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、当第２四半期累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後

の指標等となっております。

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第２四半期会計期間の末日（2021年９月30日）現在において、判断したものであり

ます。

（1）経営成績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の長期化の影響により依然として厳し

い状況にあるなか、企業の生産活動や設備投資には持ち直しの動きが続いており明るい兆しも一部では見られるも

のの、新型コロナウイルス感染症の収束時期が未だ見通せず、景気の先行きは不透明な状況となっております。

　また、当社を取り巻く事業環境は、新型コロナウイルス感染症の拡大による外来患者の減少、手術の延期などの

影響から医療現場の逼迫した状況が継続し、手術件数等に影響が出ておりましたが、ワクチン接種の普及拡大、医

療現場における感染防止策の定着による医療現場の正常化から回復基調で推移いたしました。しかしながら、新型

コロナウイルスの第６波の発生懸念など新たな感染拡大に伴う深刻な医療逼迫の状況が生じる可能性もあり、依然

として先行きは不透明な厳しい状況が続いております。

　各医療機関の経営環境はより一層厳しさが増してきており、医療現場においてより効率的で効果的な医療サービ

スを提供できるような製品供給体制が望まれております。

　このような状況のもと、当社は、高品質製品の常時安定供給を優先事項と掲げ、医療現場と密着した営業活動の

推進、品質を確保しながらもコスト競争力をもった生産体制の構築並びに独創的な製品の研究開発活動の強化に取

り組んでまいりました。

　当第２四半期累計期間の経営成績の分析は次のとおりであります。

①　売上高

　　売上高は、4,086百万円（前年同期比8.3％増）となりました。これは主として、新型コロナウイルス感染症

の拡大による外来患者の減少、手術の延期などの影響から当社主力製品の吸引器、注入器関連製品の販売量の減

少が顕著であった前年同期に対して、主力製品の販売量が回復基調で推移したこと等によるものです。

②　営業利益

　営業利益は、565百万円（前年同期比25.0％増）となりました。これは主として、売上の増加により売上総利

益が増加したこと等によるものです。

③　経常利益

　経常利益は、565百万円（前年同期比15.7％増）となりました。これは主として、営業利益が増加したこと等

によるものです。

④　四半期純利益

　四半期純利益は、400百万円（前年同期比14.2％増）となりました。これは主として、経常利益が増加したこ

と等によるものです。
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（2）財政状態の状況

①　資産

　流動資産は、前事業年度末に比べて93百万円増加し、6,366百万円となりました。これは主として、受取手形

及び売掛金が314百万円減少したものの、現金及び預金が197百万円、製品が118百万円、電子記録債権が47百万

円、原材料が45百万円それぞれ増加したこと等によるものです。

　固定資産は、前事業年度末に比べて49百万円減少し、4,430百万円となりました。これは主として、有形固定

資産が33百万円、差入保証金（投資その他の資産「その他」）が12百万円、無形固定資産が３百万円それぞれ減

少したこと等によるものです。

②　負債

　流動負債は、前事業年度末に比べて262百万円増加し、3,609百万円となりました。これは主として、支払手形

及び買掛金が371百万円、売上値引引当金が179百万円、未払費用が111百万円、１年内返済予定の長期借入金が

81百万円それぞれ減少したものの、短期借入金が500百万円、電子記録債務が393百万円、未払法人税等が76百万

円それぞれ増加したこと等によるものです。

　固定負債は、前事業年度末に比べ303百万円減少し、920百万円となりました。これは主として、長期借入金が

298百万円減少したこと等によるものです。

③　純資産

　純資産は、前事業年度末に比べて84百万円増加し、6,266百万円となりました。これは主として、利益剰余金

が剰余金の配当により316百万円減少したものの、四半期純利益を400百万円計上したこと等によるものです。

（3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前事業年度末に比べて

197百万円増加し、2,368百万円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果得られた資金は、473百万円（前年同期比254百万円増）となりました。これは主として、税引

前四半期純利益を564百万円、減価償却費を158百万円それぞれ計上し、売上債権が267百万円減少したものの、

売上値引引当金が179百万円、未払費用が111百万円それぞれ減少し、棚卸資産が150百万円増加し、法人税等を

78百万円支出したこと等によるものです。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果使用した資金は、73百万円（前年同期比158百万円減）となりました。これは主として、有形

固定資産の取得により79百万円支出したものの、差入保証金の回収による収入を12百万円計上したこと等による

ものです。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果使用した資金は、202百万円（前年同期比77百万円減）となりました。これは主として、短期

借入金を500百万円調達したものの、長期借入金の返済に380百万円、配当金の支払いに315百万円それぞれ支出

したこと等によるものです。

（4）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期累計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

（6）研究開発活動

　当第２四半期累計期間の研究開発費の総額は194百万円であります。

なお、当第２四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 103,360,000

計 103,360,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（2021年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（2021年11月１日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,840,000 31,840,000
東京証券取引所

（市場第一部）

１単元の株式数　100株

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない、

当社の標準となる株式

計 31,840,000 31,840,000 － －

②【発行済株式】

（2）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2021年７月１日～
2021年９月30日

－ 31,840,000 － 495,875 － 400,875

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除

く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

山田　圭一 堺市堺区 5,427 18.89

山田　満 堺市堺区 4,000 13.92

山田　雅之 東京都世田谷区 2,595 9.03

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,232 7.77

山田　米子 堺市堺区 1,068 3.72

公益財団法人山田満育英会 大阪市中央区船越町１丁目６番６号 700 2.44

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１丁目８－1２ 597 2.08

一般財団法人山田満音楽芸術振興会 大阪市中央区船越町１丁目６番６号 300 1.04

寺田　恭子 神戸市須磨区 257 0.89

大研医器従業員持株会 大阪府和泉市あゆみ野２丁目６－２ 234 0.82

計 － 17,414 60.62

（5）【大株主の状況】

（注）１　上記の日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、株式会社日本カストディ銀行(信託口)の所有株式

数は、すべて信託業務に係る株式数であります。

２　当社所有の自己株式3,111千株があります。
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2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 3,111,500

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,721,700 287,217 －

単元未満株式 普通株式 6,800 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 31,840,000 － －

総株主の議決権 － 287,217 －

（6）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が59株含まれております。

2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数

（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）
大研医器株式会社

大阪府和泉市あゆみ野
二丁目６番２号

3,111,500 － 3,111,500 9.77

計 － 3,111,500 － 3,111,500 9.77

②【自己株式等】

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（2021年７月１日から2021年９

月30日まで）及び第２四半期累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

３　四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第２四半期会計期間
(2021年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,170,643 2,368,214

受取手形及び売掛金 1,597,757 1,283,016

電子記録債権 989,922 1,037,523

製品 891,412 1,010,162

仕掛品 86,665 73,325

原材料 443,833 489,018

その他 92,402 104,867

貸倒引当金 △87 △87

流動資産合計 6,272,550 6,366,040

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 2,019,367 1,982,250

土地 1,703,670 1,703,670

その他（純額） 502,053 505,998

有形固定資産合計 4,225,091 4,191,920

無形固定資産 21,723 17,878

投資その他の資産

繰延税金資産 166,802 166,802

その他 91,404 78,782

貸倒引当金 △24,650 △24,650

投資その他の資産合計 233,555 220,933

固定資産合計 4,480,370 4,430,731

資産合計 10,752,921 10,796,771

１【四半期財務諸表】

（1）【四半期貸借対照表】
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当第２四半期会計期間
(2021年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 849,189 477,373

電子記録債務 141,925 535,898

短期借入金 1,000,000 1,500,000

１年内返済予定の長期借入金 704,034 622,134

未払法人税等 111,074 187,150

未払費用 179,500 67,686

売上値引引当金 179,346 －

資産除去債務 6,738 －

その他 175,208 219,569

流動負債合計 3,347,018 3,609,812

固定負債

長期借入金 1,177,859 879,617

その他 45,768 40,814

固定負債合計 1,223,627 920,431

負債合計 4,570,645 4,530,244

純資産の部

株主資本

資本金 495,875 495,875

資本剰余金 400,875 400,875

利益剰余金 7,112,107 7,196,359

自己株式 △1,826,582 △1,826,582

株主資本合計 6,182,275 6,266,527

純資産合計 6,182,275 6,266,527

負債純資産合計 10,752,921 10,796,771
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(単位：千円)

前第２四半期累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年９月30日）

売上高 3,771,329 4,086,178

売上原価 2,090,193 2,268,555

売上総利益 1,681,136 1,817,622

販売費及び一般管理費 ※ 1,228,702 ※ 1,252,281

営業利益 452,433 565,340

営業外収益

受取利息 0 0

受取補償金 230 867

未払配当金除斥益 814 544

助成金収入 36,072 －

雑収入 － 506

その他 1,125 213

営業外収益合計 38,242 2,132

営業外費用

支払利息 1,878 1,962

その他 － 146

営業外費用合計 1,878 2,109

経常利益 488,797 565,364

特別損失

固定資産除却損 165 691

特別損失合計 165 691

税引前四半期純利益 488,632 564,672

法人税等 138,006 164,408

四半期純利益 350,626 400,264

（2）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】
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     (単位：千円)

     

前第２四半期累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 488,632 564,672

減価償却費 111,169 158,755

売上値引引当金の増減額(△は減少） － △179,346

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 1,878 1,962

売上債権の増減額（△は増加） 267,010 267,140

棚卸資産の増減額（△は増加） △298,233 △150,594

仕入債務の増減額（△は減少） △47,890 3,012

固定資産除却損 165 691

助成金収入 △36,072 －

未収入金の増減額（△は増加） 45,989 1,435

未払金の増減額（△は減少） △19,929 △10,551

未払費用の増減額（△は減少） △33,547 △111,814

未払又は未収消費税等の増減額 △85,094 33,626

その他 △10,374 △24,856

小計 383,701 554,132

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △1,898 △2,022

法人税等の支払額 △163,364 △78,865

営業活動によるキャッシュ・フロー 218,439 473,244

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △228,663 △79,375

無形固定資産の取得による支出 △3,664 △344

差入保証金の差入による支出 △506 △294

差入保証金の回収による収入 373 12,845

資産除去債務の履行による支出 － △6,479

投資活動によるキャッシュ・フロー △232,460 △73,648

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △359,134 △380,142

配当金の支払額 △316,473 △315,855

短期借入金の純増減額（△は減少） 400,000 500,000

リース債務の返済による支出 △4,253 △6,027

財務活動によるキャッシュ・フロー △279,860 △202,024

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △293,882 197,571

現金及び現金同等物の期首残高 2,365,400 2,170,643

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,071,518 ※ 2,368,214

（3）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）を第１

四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販

売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に

は、出荷時に収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用について、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を第１四半期会計期

間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、利益剰余金の当期首

残高への影響はありません。

　また、前事業年度の貸借対照表において流動負債に表示していた「未払費用」の一部及び「売上値引引当金」

は、第１四半期会計期間より「受取手形及び売掛金」から控除して表示しております。この結果、当第２四半期

会計期間末において「未払費用」が65,754千円、「売上値引引当金」が190,493千円それぞれ減少するととも

に、「受取手形及び売掛金」が256,248千円減少しております。ただし、収益認識会計基準第89-２項に定める経

過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法による組替えを行っておりません。

　なお、当第２四半期累計期間の損益に与える影響はありません。

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

前第２四半期累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年９月30日）

従業員給与手当 293,680千円 311,045千円

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年９月30日）

現金及び預金 2,071,518千円 2,368,214千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －千円 －千円

現金及び現金同等物 2,071,518千円 2,368,214千円

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。
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決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり

 配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月15日
取締役会

普通株式 316,012 11.00 2020年３月31日 2020年６月８日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり

 配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2020年10月30日
取締役会

普通株式 258,555 9.00 2020年９月30日 2020年12月１日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり

 配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月14日
取締役会

普通株式 316,012 11.0 2021年３月31日 2021年６月７日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり

 配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2021年10月29日
取締役会

普通株式 258,555 9.00 2021年９月30日 2021年12月１日 利益剰余金

（株主資本等関係）

前第２四半期累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

１　配当金支払額

２　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となるも

の

当第２四半期累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１　配当金支払額

２　基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となるも

の

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社の事業は、医療機器等の製造販売及びこれらの付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。
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製品群

前第２四半期累計期間

（自　2020年４月１日

至　2020年９月30日）

当第２四半期累計期間

（自　2021年４月１日

至　2021年９月30日）

吸引器関連 2,485,289 2,677,904

注入器関連 834,167 873,083

電動ポンプ関連 50,711 105,902

手洗い設備関連 253,661 273,182

その他 147,499 156,104

合計 3,771,329 4,086,178

（収益認識関係）

（収益の分解情報）

　当社は、顧客との契約から生じる収益を顧客との契約に基づき、主要な財・サービスの種類別により分解して

おります。これらの分解した売上収益は以下のとおりであります。

（単位：千円）

項目
前第２四半期累計期間
（自　2020年４月１日

至　2020年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　2021年４月１日

至　2021年９月30日）

１株当たり四半期純利益 12円20銭 13円93銭

（算定上の基礎）

四半期純利益（千円） 350,626 400,264

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 350,626 400,264

普通株式の期中平均株式数（株） 28,728,441 28,728,441

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

- 15 -



（重要な後発事象）

（ストック・オプションとしての新株予約権の発行）

　当社は、2021年９月15日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当

社の従業員に対し、ストック・オプションとして新株予約権を発行することを決議し、2021年10月１日に発行い

たしました。

（１）ストック・オプションとしての新株予約権を発行する理由

　中長期的な業績向上と企業価値向上に対する貢献意欲や士気をより一層高めることを目的として、当社の従業

員に対し、ストック・オプションとしての新株予約権を発行するものです。

（２）新株予約権の発行要領

①　新株予約権の発行日

2021年10月１日

②　付与対象者の区分及び人数

当社従業員194名

③　新株予約権の発行数

4,850個

④　新株予約権の払込金額

金銭の払込みを要しないものとする。

⑤　新株予約権の目的となる株式の種類及び数

当社普通株式485,000株（新株予約権１個につき100株）

⑥　新株予約権の行使時の払込金額

１株につき617円

⑦　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金の額

(a)　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則 第

17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の

端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

(b)　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(a)記載

の資本金等増加限度額から、上記(a)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑧　新株予約権の行使の条件

(a)　新株予約権者は、権利行使時において、当社の役員又は従業員の地位にあることを要する。ただ

し、任期満了による退任、定年退職その他これに準ずる正当な理由のある場合（死亡の場合を除

く）はこの限りでない。

(b)　新株予約権者のうち当社の役員又は従業員の地位にある者が死亡した場合は、新株予約権の相続

を認めるものとする。

　なお、新株予約権を相続した権利承継者が死亡した場合、その相続人は新株予約権を行使するこ

とができない。

(c)　新株予約権の行使によって当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過すること

となるときは、本新株予約権の行使を行うことはできない。

(d)　各新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

⑨　新株予約権の行使期間

自　2024年４月１日　至　2031年９月14日

２【その他】

　2021年10月29日開催の取締役会において、2021年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　258,555千円

②　１株当たりの金額　　　 　　　　　　　　　 ９円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　2021年12月１日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年11月１日

大研医器株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 黒　　川　　智　　哉

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 大　　橋　　正　　紹

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大研医器株式会

社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第54期事業年度の第２四半期会計期間（2021年７月１日から2021年９月30

日まで）及び第２四半期累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期

貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、大研医器株式会社の2021年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー　　

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。



(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準

拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

　当社代表取締役社長山田圭一は、当社の第54期第２四半期（自　2021年７月１日　至　2021年９月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２【特記事項】

　確認に当たり、特記すべき事項はありません。


